

















































　図 1で明らかなように、日本における無党派層は 1960年代初頭 1ケタ台だったが、60
年代中頃から 10％台に、70年代初頭に 20％台に達し、70年代後半には 30％台になった。
その後、一時期は 30％台を推移していたものの、90年代初頭に一気に 50％台に達し、
2000年代初頭には 60％台に到達した。尚、最も無党派層の割合が多かったのは 2002年
12月に行われた調査の 67％である。実に、有権者の 3人に 2人がどの政党をも支持して
いないことになる。2000年代中頃になると無党派層は再び 50％台になり、最新（2009年
































1960 1970 1980 1990 2000 2010
出所：1960年 7月～ 1981年 6月分は『戦後日本の政党と内閣』（時事通
信社編・1981）、1981年 7月～ 1991年 6月分は『日本の政党と
内閣　1981―1991』（時事通信社・中央調査社・1992）、1991年 7
月～ 2005年 3月分は『世論調査年鑑』（内閣府大臣官房）、2005










































































































　政 党支持の喪失3）：93年にいずれかの政党を支持し 96年に政党支持を失った場合4）＝ 1、
93年、96年共に政党を支持していた場合5）＝ 0
　独立変数：
　豊 かさ（豊かさモデル）：生活満足度6）＝生活満足度 1996年─生活満足度 1993年　
　　 1996年の生活満足度から 1993年の生活満足度を引いたものを使うことで、この期間
の回答者の生活満足度の増減を測ることができる。










　本研究の分析で使用する JESⅡ10）は 1993年から 1996年の間に、同一対象者に対して
全 7回の調査を行ったものである。本研究では、1993年のデータとして第 1波（93年 7
月衆議院議員選挙直前）、1996年のデータとして第 6波（96年 10月衆院議員選挙直前）



















































　教育程度は 1単位増えると 96年に無党派になる確率を 3.1％P低下させる。従って、学
歴が低くなるほど無党派になりやすいと言え、この主張の有意確率は 4.7％であることか
ら、この主張は 5％水準で統計的に有意となる。




変数 標準偏差 平均 最小値 最大値 N
政党支持の喪失（従） 0.374 0.168 0 1 899
生活満足度（独） 1.015 0.009 －3 4 1,190
政治満足度（独） 1.162 0.041 －4 3 1,112
政治関心度（コ） 0.911 －0.1597 －3 3 1,171
教育程度（コ） 0.986 2.227 1 4 2,666



















































　 　多文化市民意識研究センター（慶應義塾大学 21世紀 COEプログラム）のホームページ（http://
www.coe-ccc.keio.ac.jp/）の多文化市民意識データ・アーカイブより入手（http://www.coe-ccc.keio.













 3）　93年の調査（第 1波）では「支持政党なし」、96年の調査（第 6波）においては「どの政党でも
ない」と同じ無党派を答えるにしても調査の時期によって回答の仕方が若干異なっている。しかし、
これらの差異は殆ど無いことから、これらを選んだ回答者を「無党派」とした。尚、それぞれの調査
における無党派層の割合は 93年（第 1波）が 20.9％、96年（第 6波）が 27.4％となっている。
 4）　93年に政党支持をしていて 96年に無党派になったのは 151人（16.8％）
 5）　93年、96年共に政党支持をしていたのは 748人（83.2％）
 6）　1極めて不満、2少し不満、3どちらでもない、4まあ満足、5十分満足
 7）　1不満足、2やや不満足、3どちらでもない、4だいたい満足、5十分満足
 8）　1全く注意しない、2たまに注意を払っている、3時々注意を払っている、4いつも注意を払って
いる
 9）　1新中学・旧小・旧高小、2新高校・旧中学、3高専・短大・専修学校、4大学・大学院
10）　平成 5～ 9年度文部省科学研究費特別推進研究「投票行動の全国的・時系列的調査研究」に基づ
く「JESⅡ研究プロジェクト」（参加者・三宅一郎：神戸大学名誉教授、綿貫譲治：創価大学教授、
蒲島郁夫：東京大学教授、小林良彰：慶應義塾大学教授、池田謙一：東京大学教授）
引用文献
浅野正彦『市民社会における制度改革─選挙制度と候補者リクルート』慶應義塾大学出版会、2006年
イングルハート・ロナルド（三宅一郎他訳）『静かなる革命─政治意識と行動様式の変化』東洋経済新
報社、1978年
イングルハート・ロナルド（村山皓・富沢克・武重雅文訳）『カルチャーシフトと政治変動』東洋経済
新報社、1993年
イーストン・デヴィッド（山川雄巳訳）『政治体系─政治学の状態への探求』ぺりかん社、1976年
蒲島郁夫・石生義人「政党支持の安定性」『レヴァイアサン』22号、34─55頁、木鐸社、1998年
久米郁男『労働政治』中公新書、中央公論新社、2005年
田中愛治「「政党支持なし」層の意識構造と政治不信」『選挙研究』80─99頁、1992年
田中愛治「無党派層」『AERA Mook　政治学がわかる』朝日新聞社、1996年
田中愛治「投票行動」第 19章、379─399頁、久米郁夫・川出良枝・古城佳子・田中愛治・真渕勝『政
治学』有斐閣、2003年
三宅一郎『政党支持の分析』創文社、1985年
三宅一郎「政党支持と政治的イメージ」第 4章、75─136頁、綿貫譲治・三宅一郎・猪口考・蒲島郁夫
『日本人の選挙行動』東京大学出版会、1986年
三宅一郎『投票行動』東京大学出版会、1989年
96
三宅一郎『日本の政治と選挙』東京大学出版会、1995年
